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１　株式会社の現況に関する事項

(1)  事業の経過及びその成果

達成する等、開業からの輸送人員は期末には3億3,423万人に達しました。

りました。

期純損益は前期に比べ大幅に悪化し、引き続き損失を計上することとなりました。

ア 輸送人員

前期に引き続き2年連続で31,000人台を確保しました。

○

○

・ 通勤定期利用客は、308万人(前期比4万人、1.4％減)となりました。

・ 通学定期利用客は、147万人(前期比3万人、2.3％減)となりました。

・

増）となりました。なお、当期末有効枚数は994枚です。

（輸送人員対比表） （単位：人）

　輸 送 人 員

努め、さしたる事故もなく順調に運行を続け、平成27年3月に3億3,333万3,333人を

当期の輸送人員は、1,137万人（前期比11万人、1.0％減）で、一日当りの

一日平均輸送人員

　定    期

シルバーパス

シルバーパス利用客は、順調に推移しており、69万人（前期比7万人、10.5％

区　　　分 平成２５年度 平成２６年度 対前期増減 前期比(％)

通　 勤

通　 学

6,228,510 

5,256,442 

3,128,000 

より、524万人（前期比1万人、0.2％減）となりました。

輸送人員は、31,159人（前期比307人、1.0％減）となり前期より減少しましたが、

ラッピング列車等期間満了または解約等による減等があり、前期を下回ることとな

当期におきましては、引き続きお客様の安全、正確、快適、利便性の向上に

を大きく下回る輸送人員となりました。

当期は、前期末の消費税増税に伴う乗車券の先買い影響の反動減等により、前期

市受託業務事務費の減による営業外収益の減に加え、補助金受給がなかったこと

による特別利益の減と固定資産除却損の増の差引による特別損益の減を加味した当

一方、営業費は駅務機器更新に伴う試験費用等の増はありましたが、修繕費や減

価償却費の減等により、前期とほぼ同額となりました。

　定 期 外

定期外利用客は、前期末の消費税増税に伴う回数券の先買いに対する反動減等

により、613万人（前期比10万人、1.6％減）となりました。

定期利用客は、消費税増税に伴う通勤・通学定期の先買いに対する反動減等に

△ 111,809 

第39期事業報告

）平成２６年４月 １ 日から
平成２７年３月３１日まで（

31,159 

11,484,952 

1,502,746 

△ 12,894 

△ 44,626 

△ 33,948 

65,680 625,696 

△ 307 

△ 98,915 

11,373,143 

6,129,595 

5,243,548 

3,083,374 

1,468,798 

31,466 

運輸雑収についても、小倉壁面広告等の新規獲得等による増があったものの、

10.5

1.0

△

△

△

△

△

△

1.0

1.6

0.2

1.4

2.3

691,376 
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イ 営業損益

1.8％減）となりました。

ウ 経常損益

エ 当期純損益

（損益計算対比表） （単位：千円、端数四捨五入）

A

B

C(A-B)

D

E

F(D-E)

G(C+F)

H

I

J(H-I)

K(G+J）

L

K-L

(2)  設備投資の状況
当期に実施した設備投資の総額は、358,997千円であります。

なお、主要な設備投資は、次のとおりです。

・車両改造更新(編成5）

・通信ケーブル新設（平和通～旦過、徳力嵐山口～志井）

(3)  資金調達の状況
該当する事項はありません。

運輸収入は、輸送人員の減少に伴い、18億9,080万円（前期比3,528万円、

運輸雑収については、小倉壁面広告等の新規獲得等による増があったものの、

ラッピング列車等車両及び駅の既存契約分の期間満了または解約等による減があ

り、1億8,451万円（前期比733万円、3.8％減）となり、営業収益は20億7,531万円

営業費は、修繕費の減、減価償却費の減があったものの、駅務機器更新に伴う試

験費用等当期の特異的支出があり、前期とほぼ同額の22億3,256万円（前期比949万

上記営業損益に営業外損益を加えた当期の経常損益は、6,683万円の損失（前期比

5,461万円、446.7％減)となりました。

上記経常損益に特別損失を加え、法人税等を差し引いた当期純損益は、1億945万

（前期比4,260万円、2.0％減）となりました。

円、0.4％増）となり、当期の営業損益は、1億5,725万円の損失（前期比5,209万

円、49.5％減）となりました。

円の損失（前期比7,619万円、229.1％減)となりました。

△ 35,275 1.8△

（％）

△ 7,326 △ 3.8

平成２５年度 平成２６年度 対前期増減
前期比

191,831 184,505  運輸雑収

 運輸収入 1,926,078 1,890,803 

△ 42,601 △ 2.0

 営 業 費　　　　　 2,223,077 2,232,562 

 営業収益　　　　　 2,117,909 2,075,308 

9,485 0.4

2.7

 営業外費用 0 2 2 －  

2.7 営業外損益　　　　 92,944 90,421 

△ 109,448 

 法人税等　　　　　 4,932 

△ 37,683 

△ 104,516 

37,683 

△ 2,523 △

△ 2,521 △

16,500千円

297,000千円

446.7

18,237 0 △ 18,237 

△ 52,086 △ 49.5

△ 100.0

△ 269.0

△ 76,191 △

134.0

9.7

△

－

△ 76,191 

△ 21,582 

3,345 

区　　　分

229.1

－  

 経常損益　　　 △ 12,224 △ 66,833 

 特別損益　　　　　 △ 16,101 

 税引前当期純損益　 △ 28,325 

△ 54,609 △

 特別損失(固定資産除却損) 34,338 

 特別利益

4,932 

 営業損益　　　 △ 105,168 △ 157,254 

 営業外収益 92,944 90,423 

 当期純損益　 △ 33,257 

－

－
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(4)  直前三事業年度の財産及び損益の状況
（単位：千円、端数四捨五入）

（注）１７年度に減資等による欠損填補25,317,278,225円を実施しております。

(5)  当期の主な取組

(6)  対処すべき課題

①　主な事業

ア　開業３０周年記念（駅活性化策、ビール列車等、ＩＣオープン記念など）

イ　駅務機器更新（全国ＩＣ共通化による更新を実施）

ウ　運賃改定（各区間一律10円値上げを実施）

エ　ダイヤ改正（平成28年3月のＪＲダイヤ改正に併せ、平日１便増便）

純 資 産 13,110,208 12,992,297 12,959,041 12,980,403 

また、前期にあった地域公共交通確保維持改善事業費補助金の交付がなかったた

め、当期純損益は前期に引き続き前期を大きく上回る損失を計上することとなりま

した。

当社の置かれる厳しい経営状況から、今後の経営改善に向けて8月に外部有識者に

よる経営改善委員会を開催し、3回の審議を経て1月に受領した同委員会報告書に基

づき、北九州市と協議を行いながら当社で策定した「北九州モノレール中期５か年

計画」が3月26日に同市の外郭団体総合調整委員会で承認を得ることができました。

駅務機器のIC化更新については、12月1日に開始された総合試験の全てを完了し、

3月19日に判定合格となったので、本年秋のオープンに向け係員教育を残すのみとな

りました。

車両延命改造の当期での前倒し材料購入を当初の来期に戻した他、計画された設

備更新は順調に推移しております。

らすると減少していくものと見込まれ増収は期待できません。

当期の輸送人員は、平成26年4月1日の消費税増税に伴う先買いによる反動減等に

より、前期を下回る人員となりました。

△ 404.78 当期純損益
（円）

16,828,392 17,072,024 17,003,071 総 資 産 16,740,446 

一株当たり
△ 102.38 △ 436.08 △ 123.00 

区　分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 当事業年度

△ 109,448 当期純損益

経常損益

軌道事業
営業収益

△ 17,378 △ 12,224 

△ 33,257 △ 27,682 △ 117,911 

2,075,308 2,100,251 2,096,819 2,117,909 

33,628 △ 66,833 

これに伴う運輸収入並びに運輸雑収の減により、当期は前期を大きく下回る営業

収益となりました。

に、引き続き安全、正確、快適、利便性の向上に努めてまいります。

費削減施策等を着実に実行することにより、経営改善に最善を尽くしていくととも

今後は、「北九州モノレール中期５か年計画」に基づき増収・利用促進施策や経

また、今後も輸送の安全性と利便性を確保するためには、老朽化した設備の計画

的な更新や修繕が必要なことから経費の増加は避けられないため、さらに収支が悪

化することが見込まれ、資金計画も非常に厳しいものとなります。

輸送人員の将来的なトレンドとしては、沿線人口動態や昨今の厳しい社会情勢か
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②　顧客サービスの向上施策

ア　お客様満足度調査実施

イ　ホーム乗降口改善、トイレ改善、駅周辺環境改善

③　増収・利用促進施策

ア　運輸収入（団体利用の誘致活動の強化、他事業者・沿線施設等との連携強化）

イ　運輸雑収（広告販売活動の強化、テナント誘致、パーク＆ライドの推進）

ウ　その他　（駅のにぎわいづくり）

④　経費削減施策

ア　人件費（嘱託社員や臨時社員の活用、業務時間の見直し、時間外手当の削減）

(7)  主要な事業内容
当社は、軌道事業を主要な事業内容としております。

(8)  主要な事業所
ア　本　社　　　　　北九州市小倉南区企救丘二丁目１３番１号

イ　企救丘総合基地　北九州市小倉南区企救丘二丁目１３番１号

(9)  従業員の状況

※再雇用嘱託社員とは、正社員の定年退職者が1日の空白もなく
　引き続き嘱託社員として再雇用される社員をいう。

(10)  主要な借入先の状況

（注）北九州市からの借入金は、全額無利子であります。

２  会社の株式に関する事項

(1)  発行可能株式の総数

(2)  発行済株式の総数

(3)  株主数

正社員の平均勤続年数 23.3年 

合 計 （人） 122 △ 3

正 社 員 平 均 年 齢 42.2歳 

出 向 社 員 （人） 26 2

嘱 託 社 員 （人） 37 △ 4

正 社 員 （人） 59 0

再雇用嘱託社員 （人） 0 △ 1

270,388 株

株

名

270,388

1

イ　設備更新費（実行段階での技術的な検討や施工方法の見直しによる事業費の削減）

北 九 州 市 1,300,000,000 270,388 100.00

借 入 先
借 入 金 残 高 借 入 先 が 所 有 す る 当 社 の 株 式

（円） 持　株　数　(株) 議決権比率（％）

区分　 従 業 員 数

　種別 人　数 増　減
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(4)  株主の状況

３  会社役員に関する事項

(1)  取締役及び監査役の状況等

（注１）取締役　大関達也、取締役　石丸美奈子は、会社法第2条第15号に定める

（注２）監査役　疋田慶一、監査役　中西満信、監査役　西妻安治は、会社法第2条第16号に

  　　　定める社外監査役であります。

(2)  取締役及び監査役の報酬等の額

名 円 （うち社外 1 名

名 円 （うち社外 1 名

（注１）期末現在の取締役は４名、監査役は３名であります。

（注２）役員報酬の額（平成５年６月１８日 第１７回定時株主総会決議）

　　　　取締役 年額 18,000,000円以内、監査役 年額 2,000,000円以内

４  会計監査人に関する事項

(1)  会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

(2)  会計監査人の報酬等の額

　当事業年度に係る報酬等の額

　当社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額

北九州市 270,388 100.00 0 0.00

株　主　名

当社への出資状況 当社の株主への出資状況

議決権
比　率

出　資
比　率持　株　数 持　株　数

（株） （％） （株） （％）

北九州市　建築都市局　総務部長

監 査 役 〃 西妻　安治 株式会社福岡銀行　取締役常務執行役員　北九州本部長

他の法人等の代表状況等は非常

勤の別

役 職 名

常勤又

氏　　名

600,000 円）

4,000,000円

支払額

4,000,000円

摘要

取締役 5 14,730,000 1,200,000 円）

監査役 1 600,000

区分 支給人数 支給額

株式会社スターフライヤー　社外取締役代表取締役 常　勤 斉藤　　淳

代表取締役 〃 藤澤　常憲

　　　　社外取締役であります。

取 締 役 非常勤 大関　達也 北九州市　建築都市局　局長

取 締 役 〃 石丸美奈子 公益財団法人北九州市芸術文化振興財団　理事

監 査 役 常  勤 疋田　慶一

監 査 役 非常勤 中西　満信
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（資産の部） （負債の部）

（純資産の部）

資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

土地再評価差額金

資  産  合  計 16,740,445,983 負債・純資産合計 16,740,445,983 

430,015,452 

評価･換算差額等 2,678,865,762 

2,678,865,762 

純資産合計 12,980,402,989 

430,015,452 

負 債 合 計 3,760,042,994 

株 主 資 本 10,301,537,227 

資 本 金 3,000,000,000 

資本剰余金 6,871,521,775 

6,871,521,775 

利益剰余金 430,015,452 

長 期 前 払 費 用 66,892,800 預 り 保 証 金 2,700,000 

そ の 他 49,400 再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

1,261,222,136 

建 設 仮 勘 定 141,078,448 退 職 給 付 引 当 金 348,035,800 

投資その他の資産 66,942,200 預 り 敷 金 1,959,000 

固 定 負 債 2,913,916,936 

軌道事業固定資産 14,844,135,486 長 期 借 入 金 1,300,000,000 

固 定 資 産 15,052,156,134 

そ の 他 流 動 資 産 29,518 前 受 収 益 18,430,910 

賞 与 引 当 金 43,979,460 

貯 蔵 品 228,942,082 預 り 金 1,773,501 

前 払 費 用 651,999 前 受 運 賃 64,405,106 

未 収 金 21,404,599 未 払 法 人 税 等 15,401,700 

未収還付法人税等 50,607 未 払 消 費 税 等 25,354,869 

現 金 及 び 預 金 1,419,828,654 未 払 金 670,142,700 

未 収 運 賃 17,382,390 未 払 費 用 6,637,812 

（円） （円）

流 動 資 産 1,688,289,849 流 動 負 債 846,126,058 

金　　　額

貸 借 対 照 表

（平成２７年３月３１日現在）

科　　　目 金　　　額 科　　　目
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（円） （円）

66,833,409

当 期 純 損 失 109,448,495

特 別 損 失

固定資産除却損 37,683,086 37,683,086

税引前当期純損失 104,516,495

法人税、住民税及び事業税 4,932,000 4,932,000

157,254,435

営 業 外 収 益

受 取 利 息 249,162

雑 収 入 90,173,684 90,422,846

営 業 外 費 用

雑 支 出 1,820 1,820

経 常 損 失

営 業 収 益 2,075,308,098

営 業 費 2,232,562,533

営 業 損 失

軌道事業営業損失

157,254,435

損 益 計 算 書

自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

科　　　　目 金　　　　　　　　　　額

軌 道 事 業
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(単位：円）

当期首残高

当期変動額

当期純損失

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期純損失

当期変動額合計

当期末残高 2,678,865,762 2,678,865,762 12,980,402,989

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

130,810,918 130,810,918 130,810,918

130,810,918 130,810,918 21,362,423

0 0 △ 109,448,495 

評価・換算差額等

純資産合計土地再評
価差額金

評価･換算差
額等合計

2,548,054,844 2,548,054,844 12,959,040,566

10,301,537,227

0

0 0 0 △ 109,448,495 △ 109,448,495 △ 109,448,495 

0

3,000,000,000 6,871,521,775 6,871,521,775 430,015,452 430,015,452

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

0 0 0 0

△ 109,448,495 

10,410,985,722

0 0 0 △ 109,448,495 △ 109,448,495 

3,000,000,000 6,871,521,775 6,871,521,775 539,463,947 539,463,947

株　主
資　本
合　計

資　本
準備金

株主資本等変動計算書

自　平成２６年４月 １ 日

至　平成２７年３月３１日

株主資本

資　本
剰余金
合　計

その他
利　益
剰余金 利　益

剰余金
合　計繰　越

利　益
剰余金

資本金

資本剰余金 利益剰余金
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北九州高速鉄道株式会社【役員体制】

平成27年7月1日現在 

役  職  種 別 氏   名 摘   要 

代表取締役

社  長 
常 勤 斉 藤  淳 

株式会社スターフライヤー

取締役〔兼任〕

代表取締役

専  務 
常 勤 藤 澤 常 憲 

取 締 役 非常勤 大 関 達 也 
北九州市建築都市局長 

〔兼任〕

監 査 役 常 勤 東  博 幸 北九州市監察官 [兼任] 

監 査 役 非常勤 中 西 満 信 
北九州市建築都市局総務部長

〔兼任〕 

監 査 役 非常勤 西 妻 安 治 
株式会社福岡銀行 

取締役常務執行役員 

北九州本部長〔兼任〕
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